
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
小中高等学校）（６月補正・大学私学課）

①電気料金高騰の影響により、経営に大きな影響が生じている私立学校に対
し、前々年度と比べた電気料金の高騰分を支援することにより、事業者の経
営の安定化を促進
②県内私立学校の電気料金高騰分（令和３年度との差額）の支援単価のう
ち、最大支援単価の６割を補助
③私立小学校　      43千円
　私立中学校     　293千円
　私立高等学校 　4,880千円
　私立専修学校     897千円
④県内私立学校

R7.7 R8.3

2
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（地域
鉄道）（６月補正・地域鉄道課）

①電気料金高騰により、経営に大きな影響を生じている地域鉄道事業者を支
援
②地域鉄道事業者の電気料金高騰分（対令和３年度）
③補助金21,048千円（福井鉄道：2,499千円、えちぜん鉄道：7,050千円、ハ
ピラインふくい：11,499千円）
④地域鉄道事業者

R7.7 R8.3

3
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（交通
事業者）（６月補正・交通まちづくり課）

①原油価格高騰により経営に大きな影響が生じている地域公共交通事業者等
を支援
②燃料費（高騰分）
③補助金134,677千円、委託料1,356千円、通信運搬費25千円
（路線バス事業者2,800千円、高速・空港連絡バス事業者2,294千円、タク
シー事業者15,828千円、自動車運転代行事業者5,361千円、トラック事業者
109,775千円）
④路線バス事業者、高速・空港連絡バス事業者、タクシー事業者、自動車運
転代行事業者、トラック事業者

R7.4 R8.3

4
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（路線
バス）（６月補正・誘客推進課）

①燃料価格高騰により経営に影響が生じているバス事業者を支援
②恐竜バスの運行に要する経費のうち燃料価格高騰による影響額
③燃料高騰分 ９円×５３３ℓ （７～８月までに使用される軽油量）≒４，８
００円
４，８００円 × １/２ ≒ ３千円
④恐竜バスの運行事業者

R7.9 R7.10

5
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（貸切
バス・遊覧船）（６月補正・観光政策課）

①燃料価格高騰により影響を受けた県内貸切バス、観光遊覧船事業の安定し
た運営につなげるため、燃料価格の高騰分を支援
②燃料価格の高騰分
③県内バス台数630台×単価9千円＝5,670千円
　県内遊覧船隻数8隻×単価120千円＝960千円
④県内の貸切バス、観光遊覧船事業者

R7.4 R8.3

6
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（ス
キー場等）（６月補正・観光政策課）

①燃料価格高騰により影響を受けた県内スキー場の安定した運営につなげる
ため、燃料価格の高騰分を支援
②燃料価格の高騰分
③スキージャム勝山　単価4.5千円×121営業日＝545千円※燃料高騰分
　福井和泉スキー場　単価2.5千円×121営業日＝303千円※燃料高騰分
④県内のスキー場

R7.12 R8.3

7
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（救護
施設）（６月補正・地域福祉課）

①電気料金増加など物価高騰の影響が大きく見込まれる救護施設に対し、高
騰分の一部を支援
②電気代
③・試算した１人当たりの影響額×定員数
　1,670円×定員130人＝217,100円
　・委託事務費：3,000円
④救護施設（大野荘）へ補助

R7.9 R8.3

8
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（高齢
者施設）（６月補正・長寿福祉課）

①電気料金増加などの物価高騰の影響が大きく見込まれる高齢者福祉施設等
の負担軽減等を図り、介護サービスの安定した提供につなげるため、高騰の
影響額相当分の一部を支援
②高齢者福祉施設等に対して交付する支援金等
③入所系　1,800円／人×16,276人=29,296,800円
　通所系　1,440円／人×10,999人=15,838,560円
　訪問系　11,850円／施設×573施設=6,790,050円
　委託事務費　5,263,000円
④介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介
護医療院、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介
護(みなし除く)、養護老人ホー、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービ
ス付き高齢者向け住宅、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護、通所リハビリテーション(みなし除く）、小規模多機能型居宅介護、看
護小規模多機能型居宅介護、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護(みなし除
く）、訪問リハビリテーション(みなし除く）、定期巡回随時対応訪問介護看
護、居宅介護支援、福祉用具貸与

R7.7 R8.3

9
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（障が
い者福祉施設）（６月補正・障がい福祉課）

①電力等の価格高騰が続く中、利用者負担の影響を抑制するため、障がい福
祉施設等に対し物価高騰対策支援金を支給
②障がい福祉施設の電気料高騰分に対して交付する支援金
③入所系　　　　　 1,800円/人×2,994人＝5,389,200円
　通所系　　　  　 1,440円/人×8,606人＝12,392,640円
　訪問系・相談系  11,850円/事業所×242施設＝2,867,700円
　委託事務費　3,155,000円
④障がい福祉サービス事業所

R7.7 R8.3

10
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（児童
入所施設・私立保育所）（６月補正・児童家
庭課）

①物価高騰の影響を受けている私立保育所等および児童入所施設の経営安定
のため、電気料金の高騰分を支援
②高騰見込みの電気料金の一部を補助
③電力契約形態に応じた補助単価×施設定員数
　私立保育所等【高圧】　420円×13,358人＝5,610,360円
　私立保育所等【低圧】　350円× 6,622人＝2,317,700円
　児童入所施設【高圧】4,510円× 　168人＝757,680円
　児童入所施設【低圧】1,760円×    75人＝　132,000円　委託費692,000円
④私立保育所等、児童入所施設

R7.7 R8.3

11
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
幼稚園）（６月補正・児童家庭課）

①物価高騰の影響を受けている私立幼稚園の経営安定のため、電気料金の高
騰分を支援
②高騰見込みの電気料金の一部を補助
③電力契約形態に応じた補助単価×施設定員数
　私立幼稚園【高圧】　    830円×     290人＝　  240,700円
　私立幼稚園【低圧】　　  690円×     515人＝　  355,350円
④私立幼稚園

R7.7 R8.3

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画
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12
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（医療
機関）（６月補正・地域医療課）

①医療機関は公定価格のため物価高騰の影響を患者に転嫁することができな
いことから、物価高騰相当分（電気料金・燃料価格高騰分）を支援
②医療機関の電気料金・燃料価格の高騰分
③病院・有床診8,250円/床×9,359床＝77,211,750円
　無床診（医科・歯科）・助産所・施術所18,750円/施設×1,041施設＝
19,518,750円
　委託事務費　7,570,000円
④病院、有床診療所、無床診療所、助産所、施術所、歯科技工所

R7.9 R8.3

13
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
専修学校）（６月補正・地域医療課）

①看護師等養成所（地域医療課所管分）に対し、学生数に応じた物価高騰相
当分（燃料価格高騰分）を支援
②看護師等養成所の電気料金・燃料価格の高騰分
③学生数（58名+125名）×800円＝191千円
④看護師等養成所 2校

R7.7 R8.3

14
⑤医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（薬
局）（６月補正・医薬食品・衛生課）

①薬局の経営の安定化を図るため、電気料金高騰分を支援
②光熱費
③18,750円／施設×323施設
④県内の保険薬局

R7.9 R8.3

15
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

米国関税措置対策支援事業（６月補正・経営
改革課）

①米国相互関税の影響が見込まれる事業者について、影響を最小化するため
販路開拓や省力化等の収益力向上に資する取り組みを支援
②③
・商品やサービス等の付加価値を高める取組みに対して支援　211,093千円
　補助上限額200万円×100件（補助率2/3）、事務局経費11,093千円
④商工会連合会、商工会議所連合会

R7.7 R8.3

17
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

米国関税対策関連制度融資（制度融資保証料
補給）（６月補正・経営改革課）

①米国関税の影響を受ける中小企業者を対象とした制度融資を創設し、資金
繰りを支援
②③融資時にかかる保証料の１/3を補給するもの
【積算】
（融資枠35億円×保証料率0.60％×据置期間２年＋融資枠35億円×保証料率
0.60％×返済期間8年×分割係数0.55）×補給割合1/3
④最近１ヵ月の売上高等が前年または２年前同月比で３％以上減少し、その
後２ヵ月の売上高等が前年または２年前同期比で３％以上減少する見込の中
小企業者

R7.8 R8.3

18
⑧地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

県産清酒生産安定化支援事業（６月補正・産
業技術課）

①酒米の価格が高騰している中、県内酒蔵が十分な酒米の量を確保できるよ
う、令和７年産酒米の購入費を支援
②令和７年産酒米（好適米、加工用米）の購入費の価格上昇分
③五百万石（県内産）：12,800俵×4,240円=54,272,000円
　五百万石・山田錦等（県外産）：10,900俵×4,240円=46,216,000円
　越の雫：5,600俵×4,240円=23,744,000円
　さかほまれ：2,000俵×3,000円＝6,000,000円
　加工用米（県内産）：3,000俵×3,750円＝11,250,000円
　加工用米（県外産）：2,500俵×3,750円=9,375,000円
④福井県内で清酒の製造免許を有する企業

R7.9 R8.2

19
⑥農林水産業における物価
高騰対策支援

ふくいの農業生産緊急支援事業（６月補正・
園芸振興課）

①農家の負担軽減および経営継続を図るため、燃油価格高騰の影響を受け、
経営が圧迫されている園芸農家を支援
②③施設園芸セーフネット構築事業の積立金（生産者負担分）を補助（積立
金のうち生産者負担の1/2）
（積算）66,417,167円（想定R7積立金）×1/2（事業者負担分）×1/2（県補
助分）=16,605千円
④農業生産法人、生産者集団等

R7.10 R8.3

20
⑥農林水産業における物価
高騰対策支援

農業水利施設電気料金高騰対策補助金（６月
補正・農地保全整備課）

①土地改良施設（農業水利施設）運営の安定を図るため、 R3年度からの電気
料金高騰による負担を軽減
②電気料金
③｛36,500千円［対象施設101箇所のR6電力料増加分（R3比）6か月分］ー
10,237［既存事業補助額］）×1/2［県補助分］｝×4/6（4か月分を算出）≒
8,752千円※端数調整あり
④交付対象者：土地改良区、対象施設：土地改良施設

R7.6 R8.3

21
⑥農林水産業における物価
高騰対策支援

漁業経営セーフティネット支援事業（６月補
正・水産課）

①原油価格および物価高騰により燃料価格等が高騰している漁業者の経営安
定
②国の制度「漁業経営セーフティネット構築事業」にかかる漁業者負担掛金
③県内201漁業者の掛金総額30,454千円（60,906,500×補助率1/2）
④「漁業経営セーフティネット構築事業」に加入する県内12漁協201漁業者

R7.4 R8.3

16
⑦中小企業等に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援

電気・ガス価格負担軽減支援事業（６月補
正・経営改革課）

【LPガス給付金】
①国の電気・ガス料金負担軽減支援事業による支援が行き届いていない、Ｌ
Ｐガスを利用する事業者および一般家庭を支援
②ＬＰガスを利用する事業者および一般家庭に対し、利用料金から次のとお
り値引きを実施（特定期間）
・業務用ＬＰガスの利用料金が月10万円以上の事業者（1万円／件）
・業務用LPガスの利用料金が月10万円未満の事業者（1千円／件）
・一般家庭の利用者（1千円／件）
③④
・業務用ＬＰガスの利用料金が月10万円以上の事業者（A）
・業務用LPガスの利用料金が月10万円未満の事業者（B）
・一般家庭の利用者（C）
（積算）
　3,500件（A）×1万円＋168,500件（B＋C）×1千円＝2.04億円
　事務費　61,916千円
【電気・ガス給付金】
①国の電気・ガス料金負担軽減支援事業による支援が行き届いていない、高
圧電力、特別高圧電力および工業用ガスを利用する事業者を支援
②③④
・県内に本社を有し、次の要件を全て満たす中小企業に対し最大18万円の給
付金を給付
Ⅰ.高圧電力、特別高圧電力を契約、または工業用のガスを契約
Ⅱ.前決算期における費用に占める電気・ガス料金の割合が３％以上
Ⅲ.特定期間の何れか1月の電気・ガス料金がR4.4～R5.3月の何れか1月に比べ
増加
・県内に特別高圧電力の契約をしている事業所を有する事業者に対し、次の
とおり給付金を給付
特定期間の何れか1月の最大電力使用量×1.0円/kWh×2か月
特定期間の何れか1月の最大電力使用量×1.2円/kWh×1か月
※1事業者の上限額は、月240万円（３か月で最大720万円）
（積算）
　400件×23万円（平均見込申請金額）×0.6（国の支援額減少率）＝0.56億
円
　720万円×12件＋242万円（720万円未満の平均見込申請額）×13件＝1.18億
円
　事務費　40,315千円

R7.8 R8.3



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称
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事業始期 事業終期

22
⑨推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す
る地方単独事業

県有施設等の光熱水費等の高騰対策事業

①物価高騰により、価格高騰している直接住民の用に供する施設の光熱水費
等（高騰相当分）を軽減し、利用者である住民への価格転嫁を防ぐ。
②光熱水費等（高騰相当分）
③前年度と比較して光熱水費等が増額した額　（各施設個別積算による）
④県内公共施設　65施設

R8.3 R8.3

23
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

米国関税措置対策支援事業（９月補正・経営
改革課）

①米国関税措置により輸入原材料価格等が高騰し、それに伴う物価高の影響
を受ける企業への経営相談にきめ細かく対応していくほか、関税措置による
物価高騰のしわ寄せが中小企業に及ぶのを防ぐため、業界団体を通して取引
状況の調査を行い、対応事例の共有など取引適正化に向けた取組みを実施
し、影響を最小化。
②③
・業界団体を通じた取引適正化の推進　10,800千円〔謝金 8,200 千円（600
社分） 事務費 2,600 千円〕
・企業への経営相談の実施　4,400千円　〔謝金22,000円×200件〕
④商工会議所、商工会連合会、福井県中小企業団体中央会

R7.10 R8.4以降

24
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
小中高校、専修学校）（１２月補正・大学私
学課）

①電気料金高騰の影響により、経営に大きな影響が生じている私立学校に対
し、前々年度と比べた電気料金の高騰分を支援することにより、事業者の経
営の安定化につなげる。
②過去の電気料金高騰分（令和３年度との差額）の支援単価のうち、最大支
援単価の６割を支援（R8.1月～R8.3月分）
③私立小学校　       43千円
　 私立中学校       293千円
　 私立高等学校 　4,868千円
 　私立専修学校     897千円
④県内私立学校

R8.1 R8.4以降

25
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業(地域鉄
道）（１２月補正・地域鉄道課）

①電気料金高騰により経営に大きな影響が生じている地域鉄道事業者を支援
②電気料金の高騰分（1月～3月分）
③補助金21,048千円（福井鉄道：833千円/月×3月　えちぜん鉄道：2,350千
円/月×3月　ハピラインふくい：3,833千円/月×3月）
④地域鉄道事業者

R7.12 R8.4以降

26
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（ス
キー場等）（１２月補正・観光政策課）

①電気料高騰により影響を受けた県内スキー場の安定した運営につなげるた
め、電気料の高騰分を支援
②電気料の高騰分
③スキージャム勝山　 単価44.7千円×90営業日＝4,023千円※電気料高騰分
　福井和泉スキー場　 単価26.1千円×90営業日＝2,349千円※電気料高騰分
　ニューサンピア敦賀 単価13.5千円×90営業日=1,215千円※電気料高騰分
④県内のスキー場、スケート場

R8.1 R8.4以降

27
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設への緊急支援事業（救護
施設）（１２月補正・地域福祉課）

①食材料費高騰の影響により、経営に大きな影響が生じている保護施設に対
し、食材料費の高騰分を支援することにより、事業者の経営の安定化および
地域に不可欠なサービスの安定した提供につなげる。
②食材料費
③試算した1人あたりの影響額×定員数
　4,100円×130人＝533千円
④救護施設（大野荘）

R8.1 R8.4以降

28
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設への緊急支援事業（高齢
者施設）（１２月補正・長寿福祉課）

①更なる食材料費の増加などの物価高騰の影響が大きく見込まれる高齢者福
祉施設に対し、高騰分の一部を支援し、介護サービスの安定した提供につな
げる
②高齢者福祉施設等に対して交付する支援金等
③入所系　6,100円／人×16,269人
　通所系　1,400円／人×11,155人
④介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介
護医療院、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介
護(みなし除く)、養護老人ホー、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービ
ス付き高齢者向け住宅、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護、通所リハビリテーション(みなし除く）、小規模多機能型居宅介護、看
護小規模多機能型居宅介護

R8.1 R8.4以降

29
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設への緊急支援事業（障が
い福祉施設）（１２月補正・障がい福祉課）

①食材料費高騰の影響により経営に大きな影響が生じている障がい福祉施設
等に対し、食材料費の高騰分を支援することにより、事業者の経営の安定化
および安定したサービスの提供につなげる。
②障がい福祉施設等に対し食材料費高騰分を支援
③単価　入所系　　 3,800円/人× 2,811人＝10,681,800円
　　　　通所系　　 1,400円/人×10,529人＝14,740,600円
　　　　事務委託費                      　4,471,000円
④障がい福祉サービス事業所

R8.1 R8.4以降

30
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設への緊急支援事業（児童
入所施設）（１２月補正・児童家庭課）

①食材料費高騰の影響を受けている児童入所施設の経営安定のため、食材料
費の高騰分を支援
②食材料費の高騰分を支援
③児童入所施設  2,700円×214人＝577,800円
　委託費                         72,014円
④児童入所施設

R8.1 R8.4以降

31
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設への緊急支援事業（医療
機関）（１２月補正・地域医療課）

①物価高騰の影響を受けている医療機関は、公定価格のため患者に転嫁する
ことができないため、物価高騰支援金を支給
②医療機関の食材料費の高騰分を支援
③病院・有床診療所　3,600円×9,365床＝33,714,000円
　事務委託費　                           786,000円
④病院、有床診療所

R8.2 R8.4以降

32
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

給食食材費高騰対策事業（私立保育所等）
（１２月補正・児童家庭課）

①食材料費高騰の影響を受けている私立保育所等の経営安定のため、食材料
費の高騰分を支援
②食材料費の高騰分を支援
③私立保育所、認定こども園　1,400円× 10,534人＝14,747,600円
　私立幼稚園　　　　　　　　2,800円×　　422人＝ 1,181,600円
　委託費　　　　　　　　　                     　1,243,869円
④私立保育所等

R8.1 R8.4以降

33
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（救護
施設）（１２月補正・地域福祉課）

①電気料金増加など物価高騰の影響が大きく見込まれる救護施設に対し、高
騰分の一部を支援
②電気代
③試算した１人当たりの影響額×定員数
　1,670円×定員130人＝217,100円
④救護施設（大野荘）

R8.1 R8.4以降
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34
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（高齢
者施設）（１２月補正・長寿福祉課）

①電気料金増加などの物価高騰の影響が大きく見込まれる高齢者福祉施設等
の負担軽減等を図り、介護サービスの安定した提供につなげるため、高騰の
影響額相当分の一部を支援
②高齢者福祉施設等に対して交付する支援金等
③入所系　1,800円／人×16,269人
　通所系　1,440円／人×11,155人
　訪問系　11,850円／施設×564施設
④介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介
護医療院、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介
護(みなし除く)、養護老人ホー、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サービ
ス付き高齢者向け住宅、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護、通所リハビリテーション(みなし除く）、小規模多機能型居宅介護、看
護小規模多機能型居宅介護、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護(みなし除
く）、訪問リハビリテーション(みなし除く）、定期巡回随時対応訪問介護看
護、居宅介護支援、福祉用具貸与

R8.1 R8.4以降

35
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（障が
い福祉施設）（１２月補正・障がい福祉課）

①電力等の価格高騰が続く中、障がい福祉施設等に対し物価等高騰対策支援
金を支給することにより、利用者負担への影響を抑制する。
②障がい福祉施設等に対し支援金を交付する。
③単価　入所系　1,800円/人×3,029人＝ 5,452,200円
　　　　通所系　1,440円/人×8,754人＝12,605,760円
        訪問系・相談系　11,850円/事業所×241施設＝2,855,850円
　　　　委託事務費　3,155千円
④障がい福祉サービス事業所

R8.1 R8.4以降

36
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（児童
入所施設）（１２月補正・児童家庭課）

①物価高騰の影響を受けている私立保育所等および児童入所施設の経営安定
のため、電気料金の高騰分を支援
②高騰見込みの電気料金の一部を補助
③電力契約形態に応じた補助単価×施設定員数
　私立保育所等【高圧】　420円×13,358人＝5,610,360円
　私立保育所等【低圧】　350円× 6,622人＝2,317,700円
　児童入所施設【高圧】4,510円× 　168人＝  757,680円
　児童入所施設【低圧】1,760円×    75人＝　132,000円
　委託費                                   651,000円
④私立保育所等、児童入所施設

R8.1 R8.4以降

37
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
幼稚園）（１２月補正・児童家庭課）

①物価高騰の影響を受けている私立幼稚園の経営安定のため、電気料金の高
騰分を支援
②高騰見込みの電気料金の一部を補助
③電力契約形態に応じた補助単価×施設定員数
　私立幼稚園【高圧】　  830円×290人＝240,700円
　私立幼稚園【低圧】　  690円×515人＝355,350円
  委託料　　　　　　　　　　　　　　　 41,000円
④私立幼稚園

R8.1 R8.4以降

38
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（医療
機関）（１２月補正・地域医療課）

①医療機関は物価高騰の影響を公定価格のため患者に転嫁することができな
いため、物価高騰相当分を支援（電気料金・燃料価格高騰分）
②医療機関の電気料金・燃料価格の高騰分を支援
③病院・有床診                          8.25千円×9,359床
  無床診（医科・歯科）・助産所・施術所 18.75千円×1,041施設
  委託費                               7,570千円
④病院、有床診療所、無床診療所、助産所、施術所、歯科技工所

R8.2 R8.4以降

39
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（私立
専修学校）（１２月補正・地域医療課）

①看護師等養成所（地域医療課所管分）に対し、学生数に応じた物価高騰相
当分を支援（燃料価格高騰分）
②看護師等養成所の電気料金・燃料価格の高騰分を支援
③学生数（58名+125名）×800円＝147千円
④看護師等養成所 2校

R8.1 R8.4以降

40
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

交通事業者・福祉施設等への支援事業（薬
局）（１２月補正・医薬食品・衛生課）

①物価高騰の影響を受けながらも価格転嫁が困難である、薬局の負担軽減を
図るため電気料を支援
②薬局の電気料を支援（委託料）
③対象数：323施設　単価：18,750円
④県内の保険薬局　323施設

R7.12 R8.4以降

41
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

企業活動分析による収益力強化補助金（１２
月補正・経営改革課）

①賃上げの原資を確保するため、収益力強化に向けた商品やサービス等の付
加価値を高める取組みを支援
②③
・商品やサービス等の付加価値を高める取組みに対して支援700,000千円
　補助上限額100万円～500万円、補助率2/3～4/5、事務局経費23,209千円
④商工会連合会、商工会議所連合会

R8.1 R8.4以降

42
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

中小企業設備投資補助金（１２月補正・経営
改革課）

①賃上げの原資を確保するため、生産性向上や省力化等に資する設備投資を
支援
②③
・生産性向上や省力化等に資する設備投資に対して支援　750,000千円
　補助上限額1500万円（補助率2/3）、事務局経費5,811千円
④商工会連合会、商工会議所連合会

R8.1 R8.4以降

R8.4以降

電気ガス給付金
①国の電気・ガス料金負担軽減支援事業による支援が行き届いていない、高
圧電力、特別高圧電力および工業用ガスを利用する事業者を支援
②③④
・県内に本社を有し、次の要件を全て満たす中小企業に対し最大30万円の給
付金を給付
Ⅰ.高圧電力、特別高圧電力を契約、または工業用のガスを契約
Ⅱ.前決算期における費用に占める電気・ガス料金の割合が３％以上
Ⅲ.特定期間の何れか1月の電気・ガス料金がR4.4～R5.3月の何れか1月に比べ
増加
・県内に特別高圧電力の契約をしている事業所を有する事業者に対し、次の
とおり給付金を給付
特定期間の何れか1月の最大電力使用量×2.3円/kWh×2か月
特定期間の何れか1月の最大電力使用量×0.8円/kWh×1か月
※1事業者の上限額は、月240万円（３か月で最大720万円）

LＰガス給付金
LPガス給付金
①国の電気・ガス料金負担軽減支援事業による支援が行き届いていない、Ｌ
Ｐガスを利用する事業者および一般家庭を支援
②ＬＰガスを利用する事業者および一般家庭に対し、利用料金から次のとお
り値引きを実施（特定期間）
・業務用ＬＰガスの利用料金が月10万円以上の事業者
　1万円／件（3千5百件）
・業務用LPガスの利用料金が月10万円未満の事業者
　1千円／件（5千5百件）
・一般家庭の利用者
　1.5千円／件（16万3千件）
③④
・業務用ＬＰガスの利用料金が月10万円以上の事業者
・業務用LPガスの利用料金が月10万円未満の事業者
・一般家庭の利用者　16万3千件

電気・ガス料金高騰緊急対策事業（１２月補
正・経営改革課）

⑨中小企業等に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援

43 R8.3



No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
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事業始期 事業終期

44
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

ふくい業務改善・賃上げ応援事業（１２月補
正・労働政策課）

①物価・資源価格が高騰する中、県内経済の好循環を促すため、生産性向上
等の取組により賃上げを行う中小企業を支援する国の業務改善助成金に、県
独自で上乗せ支援を行い、県内企業の経営改善や労働者の所得向上を促進す
る。
②③
・国の業務改善助成金支給決定額の1/5を支援：助成金支給 15,000千円
　【1,325千円×1/5×360件－80,400千円（R6.2月補正予算分）】
・業務改善助成金申請者のうち、事業場内最低賃金を90円以上引き上げる事
業者に奨励金を支給：9,000千円
　【100千円×300人－21,000千円（R6.2月補正予算分）】
④県内中小企業

R7.9 R8.4以降

45
④消費下支え等を通じた生
活者支援

福井のお米を食べよう！県産米購入支援事業
（１２月補正・福井米戦略課）

①米価高騰が続き、消費者の米離れ、買い控えが懸念される中、県産米の安
定した需要の確保に向け、県産米を購入した県民に対してデジタル地域通貨
を交付し、県産米の購入促進、消費の維持を図る。
②県民の県産米購入に対する地域通貨の発行費用
③委託料376,884千円
・デジタル地域通貨発行原資　272,000千円
（1人あたり1,000円／回×5回分（最大）×54,400人）
・事務費　104,884千円
④県産米を購入した県民

R8.1 R8.4以降

46
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

給食食材費高騰対策事業（１２月補正・保健
体育課）

①物価高騰に対応するため、給食食材費に対する支援を行うことにより、給
食の質と量を確保する。
②給食食材の値上がり分１２．８円（食材購入費）
③１２．８円×９１９人×６０日
④県立学校（定時制高校、特別支援学校）※教職員分除く

R8.1 R8.4以降

47
④消費下支え等を通じた生
活者支援

県立大学進学者応援事業（２月補正・大学私
学課）

①物価高騰により、学生生活に影響が生じている県内出身大学生等に対し家
賃及び交通費を支援することで経済的負担軽減を図る。また、県内出身学生
に県内大学への進学のインセンティブを設けることで、県外への人口流出を
防ぐ。
②ひとり暮らし学生の家賃及び自宅から一定距離のある学生の交通費（公共
交通機関）
③家賃補助  ：550人×10,000円/月×12月＝66,000千円
　交通費補助：220人×3,000円/月×12月＝7,920千円
　広報ＰＲ経費：3,888千円
　事務費    ：6,249千円
④県内出身県内大学生等

R8.3 R8.4以降

48
④消費下支え等を通じた生
活者支援

未来協働プラットフォームふくい推進事業
（２月補正・大学私学課）

①物価が高騰している中、大学生等が安心・健康に学生生活を送れるよう支
援を行う。
②県内高等教育機関が実施する物価高による影響を軽減し、学生生活の安定
を図る取組みに係る費用
③10,000千円×1大学、5,000千円×2大学、3,000千円×2大学、2,000千円×1
大学、1,000千円×２大学　（学生数に応じて上限を設定）
④県内８高等教育機関

R8.3 R8.4以降

49
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

私立学校への物価高騰対策事業（２月補正・
大学私学課）

①人件費や物件費などが高騰している中、授業料値上げなど価格転嫁が追い
ついておらず、経営に大きな影響が生じている私立学校を支援することによ
り、学校経営の安定を図る。
②私立学校への経常費補助の一部に充当（物価高騰分）
③私立学校２８校　162,321千円
　 【積算】均等割分＋生徒割分（生徒数×生徒１人あたり補助単価＠10,000
円）
④県内私立学校　28校

R8.3 R8.4以降

50
④消費下支え等を通じた生
活者支援

安全で安心な地域社会づくり推進事業（２月
補正・県民安全課）

①物価高騰の影響により負担が増加した、地域住民等による登下校時の見守
り活動や、自治会等が行う防犯インフラの整備を支援し、犯罪の起こりにく
い安全で安心な地域社会づくりを推進する。
②③④
・小中学生の見守り活動にかかる資器材購入等の費用を支援
　　　補助上限額：40千円/小学校区（×174校区＝6,960千円）
　　　　　　　　　15千円/中学校区（×69校区＝1,035千円）
　　　補　 助　 率：県1/2、市町1/2
　　　補助対象者：青少年育成市町民会議
・自治会等が行う防犯インフラの初期整備に対し助成する市町を支援
　　　補助上限額：50千円/件（×123件＝6,150千円）
　　　補　 助　 率：県1/3、市町1/3、自治会等1/3
　　　補助対象者：市町

R8.3 R8.4以降

51
④消費下支え等を通じた生
活者支援

いいとこ堀りだくさんキャンペーン事業（２
月補正・誘客推進課）

①物価高騰により、近場・日帰り旅行の傾向が一層強まり、宿泊事業者等に
は厳しい状況になることから、宿泊キャンペーンにより、県内外から宿泊者
を誘客することで支援を行う。
②委託費（宿泊キャンペーン、高速道路網を活用した誘客の実施費用）
③宿泊キャンペーン：クーポン 1,470,000千円（単価5千円×270千枚＋単価4
千円×30千枚）、事務・広報費 216,700千円
 高速道路網：クーポン 8,000千円（単価2千×4千件）、事務・広報費 4,950
千円
④宿泊施設、飲食店、土産品店、交通機関等

R8.3 R8.4以降

52
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

観光ＤＸ推進事業（２月補正・観光政策課）

①マーケティングに必要なデータを収集・運用する仕組みづくりを行い、物
価高騰の影響等を受ける地域観光事業等が稼げる観光を推進する。
②観光ＤＸ推進に係る事業費
③生成AI分析実装費　10,315千円
④（公社）福井県観光連盟

R8.3 R8.4以降

53
⑤省エネ家電等への買い換
え促進による生活者支援

省エネ家電購入支援事業（２月補正・エネル
ギー課）

①エネルギー使用量の大きな家電について、省エネ性能の高い製品への買替
を支援することで、電力使用量の削減による家計負担軽減を図る。
②一定以上の省エネ性能を有する家電の購入に対するデジタル地域通貨の発
行費用およびエネルギー価格高騰の影響や事業効果検証を目的としたアン
ケート調査費用
③委託料366,144千円
　・デジタル地域通貨原資 329,360千円
　 　＠20千円×8,185件（エアコン3,651件、冷蔵庫4,534件）
　　 ＠40千円×4,139件（高効率給湯器）
　　 ＠100円×1,000件 （アンケート当選者）
　　 ※件数はR6年度上期事業の実績等により算出
　・事務費 36,784千円
④福井県民

R8.3 R8.4以降

54
②物価高騰に伴う低所得者
世帯・高齢者世帯支援

生活困窮者あんしんサポート事業（２月補
正・地域福祉課）

①物価高騰が続き、真に支援を必要とする方が、福祉事務所に相談すること
なく孤立し、困窮状態が深刻化することを防止するため、アウトリーチ活動
と一時的な支援の強化を行う。
②支援制度や相談窓口の周知、相談に来られた方の生活を支援するため、支
援物資を相談機関に配備
③支援物資費用：9,400円×年間900セット×1.1＝9,306千円
　アウトリーチ関係費用：4,311千円（その他）
④福祉事務所に来られた生活困窮者など

R8.3 R8.4以降
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55
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

介護施設等に対するサービス継続支援事業
（２月補正・長寿福祉課）

①介護保険施設 ・事業所 等は、入所者 等の栄養・心身状況等を考慮した食
事提供する必要がある。物価上昇の影響がある中でも、食事提供というサー
ビスを円滑に継続するための支援を実施。
②高齢者福祉施設等に対して交付する支援金等
③入所系　1.8万円／人×16,340人（うち交付金対象4,555人）＝294,120千円
（うち交付金対象81,990千円）
　通所系　0.6万円／人×10,839人＝65,034千円
　事務費　35,915千円（うち交付金対象14,702千円）
④介護老人福祉施設、地域密着型介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介
護医療院、認知症対応型共同生活介護、短期入所生活介護、短期入所療養介
護(みなし除く)、養護老人ホーム、軽費老人ホーム、有料老人ホーム、サー
ビス付き高齢者向け住宅、通所介護、地域密着型通所介護、認知症対応型通
所介護、通所リハビリテーション(みなし除く）、小規模多機能型居宅介護、
看護小規模多機能型居宅介護

R8.3 R8.4以降

56
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

障がい者福祉事業所等に対するサービス継続
支援事業（２月補正・障がい福祉課）

①物価上昇の影響がある中でも、障がい福祉サービス事業所・施設が必要な
サービスを円滑に継続できるよう、将来的に必要となる設備・備品の購入費
用等に対する補助を行う。
②障がい福祉施設等に対しサービスを円滑に継続するために必要な経費への
補助、大規模災害等の備えに必要な経費への補助
③単価　入所系　　　6千円/人×1,613人＝9,678千円
　　　　通所系（規模等に応じて上限額を区分）
　　　　　　　　　　20万円/事業所×404事業所＝80,800千円
　　　　　　　　　　30万円/事業所×144事業所＝43,200千円
　　　　訪問系（規模等に応じて上限額を区分）
　　　　　　　　　　30万円/事業所× 83事業所＝24,900千円
　　　　　　　　　　40万円/事業所× 30事業所＝12,000千円
　　　　その他　　　20万円/事業所×237事業所＝47,400千円
　　　　事務費　　　21,798千円
④障がい福祉サービス事業所

R8.3 R8.4以降

57
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

障がい者福祉施設等に対するサービス継続支
援事業（２月補正・障がい福祉課）

①障がい福祉事業所等が入所者の栄養・心身の状況等を考慮した食事を提供
するため、物価上昇の影響がある中でも食事提供を円滑に継続するための支
援を行う。
②障がい福祉施設等に対し食料品の購入等に対する支援を行う。
③単価　入所系　 1.8万円/人×3,038人＝54,684千円
　　　　通所系　 0.6万円/人×8,838人＝53,028千円
　事務費　10,772千円
④障がい福祉サービス事業所

R8.3 R8.4以降

58
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

私立学校への物価高騰対策経営支援事業（２
月補正・地域医療課）

①看護師等養成所（地域医療課所管分）に対し、学生数に応じた人件費、物
件費の支出に対し支援金を支給
②看護師等養成所の電気料金・燃料価格の高騰分を支援
③定額（昨年度からの経費上昇分等を踏まえ配分）福井市医師会2,175千円、
武生看護1,505千円
④看護師等養成所 2校

R8.3 R8.4以降

59
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関における賃上げ・物価高騰支援事業
（２月補正・地域医療課）

①医療機関における従事者の処遇改善を支援するとともに、物価上昇の影響
に対して支援
②医療機関における賃上げ・物価上昇に対して支援
③病院195千円×8,491床＋救急、全身麻酔手術、分娩取扱に応じた加算
720,000千円＝2,375,745千円
　有床診85千円×578床＝49,130千円
　無床診（医科・歯科）320千円×676施設＝216,320千円
　助産所・施術所160千円×368施設＝58,880千円
　委託費30,000千円
④病院、有床診療所、無床診療所、助産所、施術所、歯科技工所

R8.3 R8.4以降

60
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関における賃上げ・物価高騰支援事業
（２月補正・医薬食品・衛生課）

①薬局従事者の処遇改善を支援するとともに、物価高騰の影響に対して支援
を行うことで、地域に必要な医療提供体制を確保する。
②薬局従事者の賃上げおよび物価高騰の影響に相当する支援
③1法人あたりの薬局数に応じて傾斜配分
　5店舗以下：170施設　単価：230千円
　6～19店舗：112施設　単価：180千円
　20店舗以上：40施設　単価：120千円
④県内の保険薬局　322施設

R8.2 R8.4以降

61
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・地域福祉課）

①原油価格・物価高騰が続く中、救護施設のコスト削減による経営の安定化
を図るため、施設の省エネ設備の改修および更新に必要な経費を支援
②施設の省エネに資する設備の改修およびに更新に必要な経費を支援
③1施設2,076千円（補助金2,000千円、委託料76千円）
④救護施設（大野荘）

R8.3 R8.4以降

62
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・長寿福祉課）

①原油価格・物価高騰等が続く中、福祉施設のコスト削減による経営の安定
化を図るため、施設の省エネ設備の改修および更新に必要な経費の支援を行
う
②省エネ設備(空調設備や照明設備等)の更新ならびに新設（利用者が生活や
活動する場所に限る。）に要する経費
③想定単価1,300千円×100施設＝130,000千円
　事務費7,580千円
④高齢者施設100施設

R8.3 R8.4以降

63
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・障がい福祉課）

①物価高騰等が続く中、障がい福祉施設等のコスト削減による経営の安定化
のため、施設の省エネ設備の改修・更新に必要な経費の支援を行う。
②障がい福祉施設等に対し省エネ設備の改修・更新にかかる費用を支援
③想定単価1,300千円（補助上限：2,000千円）×30施設＝39,000千円
　事務費　2,274千円
④障がい福祉サービス事業所（想定施設数　30施設）

R8.3 R8.4以降

64
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・児童家庭課）

①原油価格・物価高騰等が続く中、児童入所施設のコスト削減による経営の
安定化を図るため、施設の省エネ設備の改修および更新に必要な経費の支援
を行う。
②高効率空調・換気設備、給湯器、照明機器　等
③2,000千円×１施設＋事務費76千円
④児童入所施設

R8.3 R8.4以降

65
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・地域医療課）

①原油価格・物価高騰等が続く中、コスト削減による経営の安定化を図るた
め、施設の省エネ設備の改修および更新に必要な経費を支援
②省エネ設備に改修および更新に必要な経費
③1,300千円×90施設（補助上限2,000千円、補助下限200千円）
④病院、有床診療所、無床診療所、助産所、施術所、歯科技工所

R8.3 R8.4以降

66
⑦医療・介護・保育施設、
学校施設、公衆浴場等に対
する物価高騰対策支援

医療機関・福祉施設における省エネ設備等導
入支援事業（２月補正・医薬食品・衛生課）

①原油価格・物価高騰等が続く中、コスト削減による経営の安定化を図るた
め、施設の省エネ設備の改修および更新に必要な経費の支援を行う。
②委託費
③1,300千円（単価）×10施設
④県内の保険薬局

R8.2 R8.4以降
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67
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

取引適正化対策強化事業（２月補正・経営改
革課）

①物価高騰に直面する事業者について、価格転嫁に取り組む企業や、業界団
体が行う取組みへの支援を拡充させ、県内企業の適切な取引環境整備を後押
し。
②③
・価格転嫁に向けた気運醸成　4,061千円
　新聞広報や事例集の作成など
・業界団体への取引適正化促進補助金　5,749千円
　補助率1/2、補助上限額50万円/団体×10団体
・取引適正化サポーター派遣による企業支援　4,400千円
　原価管理や価格交渉のノウハウを支援
・業界団体を通じた取引適正化の推進　11,660千円
　原価低減圧力等の取引状況の有無について相談員が聞き取り調査
④商工会議所、商工会連合会、福井県中小企業団体中央会

R8.3 R8.4以降

68
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

県内企業のデジタル投資支援事業（２月補
正・経営改革課）

①原材料の価格高騰等による厳しい環境の中で、デジタル技術を導入して業
務効率化や生産性向上を進め、新たな付加価値を創出する取り組みを支援す
ることにより、県内企業のＤＸ推進を図る。
②③
・デジタル導入により業務改革や人材育成に取り組む企業を支援
　補助率1/2、上限400万円×12件　48,000千円
・県内ＩＴ企業等を通じてデジタル導入に取り組む企業を支援
　補助率1/2、上限50万円×50件　25,000千円
・補助金交付にかかる事務費(民間委託含む)　5,626千円
④県内中小企業・小規模事業者

R8.3 R8.4以降

69
⑨中小企業等に対するエネ
ルギー価格高騰対策支援

保証料補給損失補償（２月補正・経営改革
課）

①米国関税の影響を受ける中小企業者を対象とした制度融資を創設し、資金
繰りを支援
②③
融資時にかかる保証料の１/3を補給するもの
④最近１ヵ月の売上高等が前年または２年前同月比で３％以上減少し、その
後２ヵ月の売上高等が前年または２年前同期比で３％以上減少する見込の中
小企業者

R8.3 R8.4以降

70
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

ふくい業務改善・賃上げ応援事業（２月補
正・労働政策課）

①物価・資源価格が高騰する中、県内経済の好循環を促すため、生産性向上
等の取組により賃上げを行う中小企業を支援する国の業務改善助成金に、県
独自で上乗せ支援を行い、県内企業の経営改善や労働者の所得向上を促進す
る。
②③
・国の業務改善助成金支給決定額の1/5を支援：助成金支給 121,900千円
　【1,325千円×1/5×460件】
・業務改善助成金申請者のうち、事業場内最低賃金を一定以上※まで引き上
げる事業者に奨励金を支給：39,000千円
（※地域別最低賃金の上昇幅に応じて設定）
　【100千円×390人】
・継続的な賃上げ実現のための支援制度に関する広告の実施：1,941千円
④県内中小企業

R8.3 R8.4以降

71
⑥中小企業・小規模事業者
の賃上げ環境整備

ふくい賃上げ・働き方改革等の伴走支援事業
（２月補正・労働政策課）

①賃上げによる人件費の増大に対し生産性の向上や価格転嫁など必要な対応
がされていない県内中小企業に対し、社会保険労務士による伴走型支援を推
し進めることで、経営改善や労働者の賃上げを図る。
②③
・社会保険労務士等の専門家による巡回相談により、働き方改革や賃上げの
ための就業規則の作成・改定、補助金の活用、男女賃金格差の解消や多様な
働き方の導入につながる組織改革・改善などを支援
　＜委託料＞ 93,083千円（800社）
④県内中小企業

R8.3 R8.4以降

72
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

企業における省エネ設備等導入支援事業（２
月補正・産業技術課）

①県内企業が行う省エネ・省CO2対策を支援することにより、エネルギー価格
の高騰および脱炭素社会の推進に対応した経営体質への転換を後押しする。
②企業が実施する設備等導入経費に対する補助金、補助事業に関する事務委
託経費
③220,329千円
・補助事業：200,000千円（2,000千円／企業×100件）
・事務委託：19,229千円（人件費、事務局運営費、一般管理費等）
　効果検証委託：1,100千円（設備更新効果の検証）
④県内に事業所を置く製造業および商業・サービス業関係企業

R8.3 R8.4以降

73
④消費下支え等を通じた生
活者支援

ふくいはぴコインを活用した消費喚起事業
（２月補正・商業・市場開拓課）

①物価高騰の影響により、県内事業者の売上が落ち込んでいることから、県
内の店舗で利用可能な「ふくいはぴコイン」を活用したプレミアム付き商品
券を発行することにより、県内消費を喚起する。
②委託費（プレミアム原資、事務費、広報費、システム運営費）
③プレミアム原資：1,416,000千円
　事務費　　　　：　 22,207千円
　広報費　　　　：   64,814千円
　システム運営費：  233,745千円
④県内事業者

R8.3 R8.4以降

74
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

酒蔵好適米の安定生産支援事業（２月補正・
福井米戦略課）

①米価高騰等の影響を受ける酒造好適米生産者の技術導入にかかる費用を支
援し、酒造好適米の安定生産につなげる。
②県が指定する安定生産技術を実施した面積に応じてかかり増し経費を支援
③補助金9,300千円
・安定生産技術の実施（栽植密度の増、生育に応じた追肥） 9,000千円
（3,000円／10a×600ha×1/2）
・さかほまれを生産した場合の加算措置（生育に応じた追肥） 300千円
（2,000円／10a×30ha×1/2）
④市町

R8.3 R8.4以降

75
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

園芸資材等価格高騰対策事業（２月補正・園
芸振興課）

①肥料や燃料、農業資材等の価格高騰により経営が圧迫されている農家を支
援し、今後の経営継続を図る
②園芸品目の生産コスト高騰に係るR6からのかかりまし経費を支援
③露地（5千円/10a×880ha＝44,000.000円）、施設無加温（42 千円/10ａ×
90ha＝37,800,000円）、施設加温（83 千円/10ａ× 30ha＝24,900,000円）
　事務費　7,013千円
④次年度以降も園芸品目の生産、販売を行う農業生産者

R7.4 R8.4以降

76
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

スマートエコ園芸推進事業（２月補正・園芸
振興課）

①燃油価格・物価高騰等が続く中、コスト削減による経営の安定化を図るた
め、既存施設や露地園芸への省エネ設備等の導入に必要な経費と経営安定の
ための専門家導入を支援
②省エネ設備を導入する際に必要な経費、専門家導入に必要な経費
③3事業者（補助上限6,000千円）、2事業者（補助上限1,000千円）
④農業生産法人、生産者集団等

R8.3 R8.4以降

77
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

ふくいのスマート農業加速化事業（２月補
正・園芸振興課）

①担い手不足対策として、作業の効率化・省力化のためのスマート農業の導
入を支援。また、スマート農業セミナーの開催やＧＰＳ基地局の運営管理の
支援を行い、県内全域でスマート農業への転換を図る。
②スマート農機の導入、セミナーの開催（講師謝礼・会場使用料等）、GPS基
地局の運営管理にかかる経費を支援
③スマート農機の導入：27事業者（補助上限18,000千円）
　セミナー開催・GPS基地局運営支援：セミナー2,886千円、基地局運営支
援：180千円
④スマート農機の導入：認定農業者・集落営農組織等、
　セミナー開催・基地局運営管理：福井県農業共済組合

R8.3 R8.4以降
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78
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

配合飼料価格高騰に対する緊急支援事業（２
月補正・中山間農業・畜産課）

①配合飼料価格の急激な上昇による畜産経営への影響を緩和するため、配合
飼料の購入経費を支援する。
②負担金および交付金
③配合飼料購入補助:9,186千円
（内訳）700円×13,122t＝9,186千円
　事務費:387千円
（内訳）延べ補助対象畜産農家数：75戸
　　　　人件費:4,170円×75時間＝313千円
　　　　振込手数料:990円×75戸＝74千円
④県内畜産農家（61戸）

R8.1 R8.4以降

79
⑧農林水産業における物価
高騰対策支援

「さかほまれ地酒」消費拡大事業（２月補
正・中山間農業・畜産課）

①原材料（酒米さかほまれ等）の価格急騰は、地酒販売単価に直結するた
め、生産農家、酒蔵、酒類販売事業者、飲食店の各段階に与える影響は大き
い。本事業では、さかほまれ地酒の流通促進を目的に酒類販売事業者、飲食
店を対象にPR経費等を補助し、価格急騰の影響を受ける県内酒類販売事業
者、飲食店を支援する。
②負担金および交付金
③さかほまれ地酒PRに係る経費支援：1,289千円（3,867千円×補助率1/3）
　（内訳）
【飲食店によるPR活動】
 ・147,000円（飲用酒代、POP作成の消耗品費）×15件×1/3=735,000円
【酒類販売事業者によるPR】
　・旅費　142,000円
　・消耗品費　476,520円
　・報償費　80,000円
　・通信運搬費　99,000円
　・会場借用料　396,000円
　・印刷製本費　462,000円　　計1,655,520×1/3＝551,840円
④県内酒類販売事業者、飲食店

R8.3 R8.4以降

80
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

建設産業における生産性向上推進事業（２月
補正・土木管理課）

①建設産業の深刻な担い手不足に対応するため、県内建設事業者へのICT機器
の導入支援やバックオフィス業務のＤＸを推進し、建設産業の生産性向上を
図る。
②③
ICT機器導入に係る費用　40,220千円
（補助上限額2,000千円×補助件数20件、管理費220千円）
バックオフィス業務DX推進研修の開催に要する経費　2,640千円
④県内に本社を有す、福井県競争入札参加資格者名簿に登載されている建設
事業者

R8.3 R8.4以降

81
⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

公共交通維持・確保支援事業（当初・交通ま
ちづくり課）

①物価高騰や人手不足により経営に大きな影響が生じている地域公共交通事
業者を支援
②地域公共交通事業者の給与増額や人材確保にかかる経費を支援
③積算根拠は以下のとおり
ⅰ）路線バス事業者（2社）への給与増額支援 41,375千円
（積算：82,750千円（2社分）×補助率1/2＝41,375千円）
ⅱ）路線バス事業者（2社）への運行奨励金 27,110千円
（積算：京福単価10.9円×1,867,000km、福鉄単価10円×676,000km）
ⅲ）就職予定者（バス）への就職奨励金 11,800千円
（積算：一般 300千円×38名、高卒 400千円×1名）
ⅳ）就職予定者（タクシー）への就職奨励金 9,200千円
（積算：女性等 300千円×30名、副業 50千円×4名）
ⅴ）就職予定者（バス）への二種免許取得支援 5,195千円
（積算：11名分（上限604千円））
ⅵ）就職予定者（タクシー）への二種免許取得支援 2,658千円
（積算：一般 15名分（上限125千円）、再就職 3名分（上限266千円））
合計 97,338千円
④路線バス事業者、タクシー協会、就職予定者（バス、タクシー）
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⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

観光ＤＸ推進事業（当初・観光政策課）

①マーケティングに必要なデータを収集・運用する仕組みづくりを行い、物
価高騰の影響等を受ける地域観光事業等が稼げる観光を推進する。
②観光ＤＸ推進に係る事業費
③アンケートデータシステム運用費　2,149千円
　定量的データ収集システム運用費　22,587千円
　BIツール運用費　1,030千円
　観光ＤＸ推進事務局経費　19,190千円
　ビッグデータ活用費　6,270千円
  大学共同研究費 1,000千円
　観光連盟事務費　6,246千円
④（公社）福井県観光連盟
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⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

建設産業担い手育成事業（当初・土木管理
課）

①建設産業における生産性向上を図り、災害復旧や社会インフラの維持・管
理に重要な担い手を育成を図る。
②③
ICT関連機器等購入支援　6,022千円
（補助上限額500千円×補助件数（実績）13件）
④すべての要件を満たす者
　・福井県競争入札参加資格者名簿登載者
　・福井県内に主たる営業所を有する者
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⑩地域公共交通・物流や地
域観光業等に対する支援

建設産業女性活躍推進事業（当初・土木管理
課）

①建設事業者が取り組む女性活躍につながるICT関連機器導入への支援するこ
とで建設産業の生産性向上を図る。
②③
ICT関連機器等導入支援　29,040千円
（補助上限額1,333千円×補助件数（実績）24件）
④「ふくい女性活躍推進企業プラス＋」登録建設事業者で、事業年度におい
て次のいずれかを満たすもの
　1.女性管理職の登用が1名以上
　2.女性従事者（正規職員）の採用が1名以上
　3.育児休業を1か月以上取得した従業者が1名以上
　4.主任技術者になることができる資格を新たに取得した女性が1名以上
　5.女性のキャリアアップのための研修（管理職養成・資格取得など）を年1
回以上実施
　6.企業の意識改革を行うための研修（ハラスメント防止など）を年1回以上
実施
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⑪推奨事業メニュー例より
も更に効果があると判断す
る地方単独事業

指定管理施設の人件費増額支援事業（賃金ス
ライド対応）

①近年の人件費高騰等による利用者への価格転嫁を防ぐため、指定管理者制
度導入施設について、「賃金スライド制度」に基づき人件費の増額を支援す
る。
②指定管理者制度導入施設の人件費等
③R7基準額×R7公民較差（県人事委員会算定）＝R7スライド額：21,099千円
④県有施設（18施設）の指定管理者
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